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第３号様式
（第１面）

事業活動地球温暖化対策結果報告書

　川崎市地球温暖化対策の推進に関する条例第１０条第１項の規定により、次のとおり提出します。

事 業 者 の 氏 名
又 は 名 称

キヤノンアネルバ株式会社

（あて先）川崎市長

２１５－８５５０

神奈川県川崎市麻生区栗木２－５－１

キヤノンアネルバ株式会社

代表取締役社長　酒井　純朗

　　　（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）

主 た る 事 務 所
又は事業所の所在地

神奈川県川崎市麻生区栗木２－５－１

該 当 す る 事 業 者
の 要 件

規則第４条第１号該当事業者

規則第４条第２号該当事業者

規則第４条第３号該当事業者

規則第４条第４号該当事業者

上記以外の事業者（任意提出事業者）

主 た る 事 業
の 業 種

大分類 Ｅ 製造業 

中分類 26 生産用機械器具製造業

主 た る 事 業
の 内 容

真空装置・真空機器製造業

事 業 者 の 規 模

原油換算エネルギー使用量

自動車の台数

エネルギー起源の二酸化炭素
以外の温室効果ガスの排出の量

連 絡 先

担当部署

※
受
付
欄

所 在 地

電話番号

メールアドレス

ＦＡＸ番号

※
特
記
事
項

 ※事業者番号

担 当 部 署 名 総務部ファシリティ管理課

神奈川県川崎市麻生区栗木２－５－１

０４４－９８０－３４５５

0

０４４－９８６－４３２６



（第２面）

計 画 期 間 及 び 報 告 年 度 　　　　　平成22年度　　～　平成24年度　　　（報告年度　平成24年度分）

温室効果ガスの排出の量の
削減目標の達成状況及び温
室効果ガスの排出の量

別添　指針様式第2号のとおり

温室効果ガスの排出の量の
削減目標を達成するための
措置の実施状況

別添　指針様式第2号のとおり

他の者の温室効果ガスの排
出の抑制等に寄与する措置
の実施状況

別添　指針様式第2号のとおり

その他地球温暖化対策の推
進への貢献に係る事項

別添　指針様式第2号のとおり

備　　　考
当社の地球温暖化対策については、ＨＰにて公表しています。
＜環境への取り組み＞
http://www.canon-anelva.co.jp/company/ecology.html

備考 １　欄内にすべてを記載できない場合は、別紙により提出してください。
　 　２　□のある欄は、該当する□内にレ印を記載してください。
　　 ３　報告書には、事業活動地球温暖化対策指針に定める資料を添付してください。
　　 ４　※印の欄は記入しないでください。
　　 ５　氏名（法人にあっては、その代表者)を記載し、押印することに代えて、本人（法人にあって
        は、その代表者）が署名することができます。



様式第２号　　　　　　　　　　　　（第１面）

事業活動地球温暖化対策結果報告

１　温室効果ガスの排出の量の削減目標の達成状況（第１号、第２号、第４号該当者等）

 (１) 温室効果ガスの排出の量の状況（排出係数固定）

　 ア　計画期間の温室効果ガスの排出の量

（実） 5,949 （実） 5,412 （実） 5,003 （実） 5,056 （実） 11,112
（調） 4,807 （調） 4,365 （調） 4,043 （調） 4,073 （調）

（実） 9.0 （実） 15.9 （実） 15.0 （実） -86.8
（調） 9.2 （調） 15.9 （調） 15.3 （調）

　 イ　計画期間の温室効果ガスの排出の量に係る原単位等の値

％ ％ ％ ％

　 ウ　計画期間の温室効果ガスの排出の量の状況についての説明

第１年度

第２年度

第３年度

 (２) 温室効果ガスの排出の量の状況（全社目標）

第３年度の売上高が想定外の減少となったため、売上高原単位の値が目標値を下回る結果と
なった。しかし、計画期間におけるCO2の総排出量については、省エネ施策の継続的実施に
よる効果等により、目標年度の排出量を大幅に下回っており、温室効果ガスの排出量削減に
大きく貢献できた。

省エネ施策及び総合的な合理化対策等により、温室効果ガスの排出量は対前年比の9%減を達
成できた。更に売上高が前年度より増加し、排出量原単位の値は大幅な削減を達成した。

省エネ施策の継続及び計画停電回避に向けた取組み等により、温室効果ガスの排出量は対前
年度比で約7.6%減（基準年度比 15.9%減）を達成できた。しかし、排出量原単位の値は、基
準年度比で大幅な削減ができているものの、売上高が減少したことにより、前年度比を下回
る結果となった。

25.5

＜全社目標＞
　売上原単位年率１％以上の削減に対し、前年度比で約44.9％の増加となった。また、本計画期間に
おいても、受注量の減少により、平均原単位変化は104.5％となり、年率1％以上の削減は未達成と
なった。
　省エネ施策等の継続的な実施により、CO2排出量はほぼ確実に減少しているため、次計画書では原
単位分母の見直しを検討する予定。

削 減 率 -14.2

14.6217.21

3.021.2

％％

第１年度 第２年度

売上高

％

単位 t-CO2/\

11.88
排 出 量
原単位等の値

基準年度

15.07 11.22

第３年度 目標年度の値

削 減 率

第３年度 目標排出量

t-CO2 t-CO2

％

原 単 位 の
活 動 量

基準年度 第２年度

t-CO2

第１年度

排 出 量 t-CO2 t-CO2



様式第２号　　　　　　　　　　　　（第３面）

３　温室効果ガスの排出の量の削減目標の達成するための措置の実施状況

 (１) 温室効果ガスの排出の量の削減のための措置の実施状況

計　画

○推進体制の整備
○主要設備の保全管理
○空気比の管理
○蒸気乾き度の維持管理
○放熱面積の低減措置
○変圧器の稼働台数の調整
○新設・更新等における措置

第１年度

○推進体制の整備
　省エネ委員会及びフロアエネルギー管理者を設置し、推進体制を整備した。
○主要設備の保全管理
　主要設備の管理標準の整備
○新設・更新等における措置
　・多目的会議室の照明60本をLED形の蛍光灯へ交換工事を実施。
　・本社棟3F及び5Fの北側に遮熱フィルム（計150m2）の貼付工事を実施。

第２年度

○主要設備の保全管理
　・主要設備の管理標準の更新
○エネルギー使用量等の把握、計測、記録等の管理
　・パッケージ空調機等への個別積算電力量計（計１７台）の取付
○新設・更新等における措置
　・本社棟4Fの北側に遮熱フィルム（計122m2）の貼付工事を実施
　・ボイラー配管（フランジ）及びバルブに保温材（エコクロスジャケット)を取付
　・トップランナー変圧器（200kVA）の設置

第３年度

○エネルギー使用量等の把握、計測、記録等の管理
　流量計の設置（ボイラー設備[ガス・給水]、コンプレッサー）
○生産設備のエネルギー管理：評価装置用電力モニターシステム導入
（かわさき環境ショーウィンドウ大賞２０１２入賞）
◎計画期間における未実施項目について
　⑤0202080 蒸気乾き度の管理　・・・・・・測定・工事方法の検討を継続中
　⑦0501010 変圧器等の適正管理　・・・・・切替等が容易でなかったため
　⑧0601061 新設、更新等における措置　・・予算上の都合による

計　画 　

第１年度 　

第２年度

第３年度

事
業
所
等

(

第
１
号
、

第
２
号
、

第
４
号
該
当
者
等

)

自
動
車
等
 

(

第
３
号
該
当
者
等

)



 (２) 再生可能エネルギー源等の利用実績

　 ア　再生可能エネルギー源等の利用に係る考え方

   イ　計画期間の再生可能エネルギー源等の利用実績

設備等の種類 概要(規模、導入場所、性能等) 導入年度 備考

フリークーリング 　規模：600USRT　　場所：事務所棟（Ａ棟）屋上
平成19年

度
導入済

 　ウ　計画期間の再生可能エネルギー源等の価値の保有実績

種　　類 概要(規模、場所等) 保有年度 備考

なし

様式第２号　　　　　　　　　　　　（第４面）

計画期間中は、現有設備の改善にて利用率を上げるとともに、再生可能エネルギー設備の検討を
進める。



様式第２号　　　　　　　　　　　　（第５面）

４　他の者の温室効果ガスの排出の抑制等に寄与する措置の実施状況

計　画 なし

第１年度 なし

第２年度 なし

第３年度 なし

５　その他地球温暖化対策の推進への貢献の実施状況

計　画 別添のとおり

第１年度 別添のとおり

第２年度 別添のとおり

第３年度 別添のとおり



別添

指針　様式第２号（第５面）

５　その他地球温暖化対策の推進への貢献に係る事項

★　計画

　１．グリーン購入（事務用品）の推進

　２．クールビズ・ウォームビズの実施

　３．社有車のエコ運転の徹底と燃費改善推進施策の実施

　４．高燃費車への入替、日常車両点検の実施

　５．公共交通機関の利用推進

　６．定期便の利用推進、運用改善

　７．最寄り駅から本社までは徒歩通勤とする

　８．物流コースの効率化、折りたたみコンテナ輸送の徹底

　９．廃棄物排出量削減・プリンター用紙使用量削減

１０．製品の環境配慮型設計の推進

１１．環境自覚教育の実施

★　第１年度

　１．事務用品はグリーン購入を推進。

　２．クールビズ（5/6～10/31）・ウォームビズの実施（11/1～3/31）。

　３．社有車のエコ運転（運行記録と社有車内の表示による意識向上）を推進。

　４．日常車両点検の実施（乗車前点検の実施と記録）。

　５．営業車を廃止し、公共交通機関を利用することとした。

　６．事業所間の定期便（バス）の台数を２台→１台に減らして、運用改善を行った。

　７．巡回バスは使用せず、最寄り駅からは徒歩通勤としている。

　８．物流コースの効率化を徹底し、CO2の排出量を削減した。

　９．裏紙使用の徹底、取説等のCD-ROM化による廃棄物削減を実施。

１０．製品の環境配慮型設計の推進（環境影響評価の実施）。

１１．新入社員及び中途採用者を対象に、環境自覚教育を実施。

１２．３－OFF運動（スリーオフ）によるパソコン・ディスプレイの待機電力の削減を実施

★　第２年度

　１．事務用品のグリーン購入を実施。

　２．クールビズ（4/25～10/31）・ウォームビズの実施した（11/1～3/31）。

　３．社有車のエコ運転（運行記録と社有車内の表示による意識向上）を実施した。

　４．日常車両点検の実施（乗車前点検の実施と記録）。

　５．営業車の廃止を継続。

　６．事業所間の定期便（バス）の台数を２台→１台に減らし、運用改善の継続実施。

　７．巡回バスは使用せず、最寄り駅からは徒歩通勤を実施。

　８．物流コースの効率化徹底を実施。

　９．裏紙使用の徹底、取説等のCD-ROM化による廃棄物削減を実施。

１０．製品の環境配慮型設計の推進（製品環境アセスメントの実施）。

１１．新入社員及び中途採用者を対象に、環境自覚教育を実施。

１２．３－OFF運動（スリーオフ）によるパソコン・ディスプレイの待機電力の削減を実施。



★　第３年度

　１．事務用品のグリーン購入を実施。

　２．クールビズ（5/1～10/31）の実施。

　３．社有車のエコ運転（運行記録と社有車内の表示による意識向上）を実施した。

　４．日常車両点検の実施（乗車前点検の実施と記録）。

　５．総務部門の社有車を１台削減。

　６．事業所間の定期便（バス）の台数を２台→１台に減らし、運用改善の継続実施。

　７．巡回バスは使用せず、最寄り駅からは徒歩通勤を実施。

　８．物流コースの効率化徹底を実施。

　９．裏紙使用の徹底、取説等のCD-ROM化による廃棄物削減を実施。

１０．製品の環境配慮型設計の推進（製品環境アセスメントの実施）。

１１．新入社員及び中途採用者を対象に、環境自覚教育を実施。

１２．３－OFF運動（スリーオフ）によるパソコン・ディスプレイの待機電力の削減を実施。

１３．サマータイムの実施（7/2～9/28）。

１４．ノー残業デーを水曜日＋金曜日（追加）の実施（1/11～3/18）。



様式第２号　　　　　　　　　　　　（第６面）

６　前年度の温室効果ガスの排出の量等の実績（排出係数反映）

 (１) 事業者単位

 　ア　第１号、第２号、第４号該当者等

（実）

（調）

 　イ　第３号該当者等

（実）

（調）

 (２) 事業所等単位（第１号、第２号該当者等）

 　ア　年間の原油換算ｴﾈﾙｷﾞｰ使用量が 1,500kl 以上の事業所の一覧

事業所の名称

本社 5,582 t-CO2
t-CO2
t-CO2
t-CO2

　 イ　年間の原油換算ｴﾈﾙｷﾞｰ使用量が原油換算で 500kl 以上 1,500kl 未満の事業所の一覧

事業所の名称

t-CO2
t-CO2
t-CO2
t-CO2

　 ウ　年間の原油換算ｴﾈﾙｷﾞｰ使用量が原油換算で 500kl 未満の事業所の一覧

 (３) 事業所等単位（第４号該当者等）

　 ア　物質ごとの年間の温室効果ガスの排出の量（二酸化炭素換算）が 3,000ｔ以上（二酸化炭

　 　素の場合はｴﾈﾙｷﾞｰ使用に伴い排出したものを除く。）の事業所の一覧

事業所の名称

t-CO2
t-CO2
t-CO2
t-CO2

　 イ　物質ごとの年間の温室効果ガスの排出の量（二酸化炭素換算）が 3,000ｔ未満（二酸化炭

　 　素の場合はｴﾈﾙｷﾞｰ使用に伴い排出したものを除く。）の事業所の数

エネルギー使用量の規模 事業所数

日本標準産業分類
細分類番号

5,571
t-CO2

t-CO2

温室効果ガス
の排出の量

温室効果ガス
の排出の量

川崎市麻生区栗木２－５－１ 2693 真空装置・真空機器製造業

事業所に係る
事業の名称

事業所の所在地

事業所に係る
事業の名称

事業所の所在地
日本標準産業分類

細分類番号

温室効果ガス
の排出の量

200～300kl 未満

事業所に係る
事業の名称

事業所数

事業所の所在地
日本標準産業分類

細分類番号

100～200kl 未満

100kl 未満

400～500kl 未満

300～400kl 未満

5,582
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